
（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 45,675,261,332 固定負債 21,917,381,497

有形固定資産 38,231,400,312 地方債 19,526,480,460

事業用資産 22,663,967,612 長期未払金 -

土地 6,639,050,538 退職手当引当金 2,292,035,230

立木竹 140,165,800 損失補償等引当金 -

建物 34,264,946,546 その他 98,865,807

建物減価償却累計額 △ 20,159,028,736 流動負債 2,661,945,397

工作物 7,279,531,682 1年内償還予定地方債 1,513,681,720

工作物減価償却累計額 △ 5,520,456,867 未払金 281,339,064

船舶 - 未払費用 81,729,282

船舶減価償却累計額 - 前受金 256,730

浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 233,481,126

航空機 - 預り金 47,556,075

航空機減価償却累計額 - その他 503,901,400

その他 - 24,579,326,894

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 19,758,649 固定資産等形成分 48,040,699,858

インフラ資産 14,598,693,821 余剰分（不足分） △ 22,223,738,314

土地 551,909,490 他団体出資等分 -

建物 342,237,896

建物減価償却累計額 △ 251,108,311

工作物 33,185,475,722

工作物減価償却累計額 △ 19,291,947,578

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 62,126,602

物品 4,521,020,528

物品減価償却累計額 △ 3,552,281,649

無形固定資産 815,818,830

ソフトウェア 91,383,926

その他 724,434,904

投資その他の資産 6,628,042,190

投資及び出資金 5,687,000

有価証券 -

出資金 5,687,000

その他 -

投資損失引当金 -

長期延滞債権 76,420,723

長期貸付金 -

基金 6,107,185,764

減債基金 -

その他 6,107,185,764

その他 478,925,514

徴収不能引当金 △ 40,176,811

流動資産 4,721,027,106

現金預金 1,692,104,247

未収金 646,472,332

短期貸付金 -

基金 2,364,138,526

財政調整基金 1,822,826,907

減債基金 541,311,619

棚卸資産 23,347,354

その他 1,300,000

徴収不能引当金 △ 6,335,353

繰延資産 - 25,816,961,544

50,396,288,438 50,396,288,438

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

連結貸借対照表
（令和７年３月31日現在）

科目 金額 科目 金額
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（単位：円）

経常費用 20,197,940,912

業務費用 10,189,138,860

人件費 4,290,795,773

職員給与費 3,799,834,476

賞与等引当金繰入額 111,248,765

退職手当引当金繰入額 88,173,182

その他 291,539,350

物件費等 5,501,868,962

物件費 3,533,697,509

維持補修費 298,244,355

減価償却費 1,666,827,256

その他 3,099,842

その他の業務費用 396,474,125

支払利息 153,123,932

徴収不能引当金繰入額 4,133,297

その他 239,216,896

移転費用 10,008,802,052

補助金等 8,820,792,273

社会保障給付 1,180,235,891

他会計への繰出金 -

その他 7,773,888

経常収益 4,719,560,605

使用料及び手数料 3,686,138,609

その他 1,033,421,996

純経常行政コスト 15,478,380,307

臨時損失 320,285,227

災害復旧事業費 -

資産除売却損 320,285,227

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 -

臨時利益 72,728

資産売却益 72,728

その他 -

純行政コスト 15,798,592,806

連結行政コスト計算書
自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日

科目 金額
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（単位：円）

前年度末純資産残高 26,770,714,523 46,712,090,074 △ 19,941,375,551 0

純行政コスト（△） △ 15,798,592,806 △ 15,798,592,806 0

財源 14,798,152,902 14,798,152,902 0

税収等 10,140,744,022 10,140,744,022 0

国県等補助金 4,657,408,880 4,657,408,880 0

本年度差額 △ 1,000,439,904 △ 1,000,439,904 0

固定資産等の変動（内部変動） 1,288,363,717 △ 1,288,363,717

有形固定資産等の増加 3,721,137,514 △ 3,721,137,514

有形固定資産等の減少 △ 1,921,630,143 1,921,630,143

貸付金・基金等の増加 692,638,510 △ 692,638,510

貸付金・基金等の減少 △ 1,203,782,164 1,203,782,164

資産評価差額 41,273,800 41,273,800

無償所管換等 164,201 164,201

他団体出資等分の増加 - 0

他団体出資等分の減少 - 0

比例連結割合変更に伴う差額 - 0

その他 5,248,924 △ 1,191,934 6,440,858

本年度純資産変動額 △ 953,752,979 1,328,609,784 △ 2,282,362,763 0

本年度末純資産残高 25,816,961,544 48,040,699,858 △ 22,223,738,314 0

連結純資産変動計算書
自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分
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（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出 18,426,199,149

業務費用支出 8,417,816,194
人件費支出 4,163,605,420
物件費等支出 3,071,730,812
支払利息支出 153,123,932
その他の支出 1,029,356,030

移転費用支出 10,008,382,955
補助金等支出 8,820,359,276
社会保障給付支出 1,180,235,891
他会計への繰出支出 -
その他の支出 7,787,788

業務収入 19,172,022,732
税収等収入 10,150,357,605
国県等補助金収入 4,458,445,580
使用料及び手数料収入 3,674,995,308
その他の収入 888,224,239

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 745,823,583
【投資活動収支】

投資活動支出 4,332,202,301
公共施設等整備費支出 3,704,802,930
基金積立金支出 601,635,576
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 44,700,000
その他の支出 △ 18,936,205

投資活動収入 1,943,672,190
国県等補助金収入 619,660,545
基金取崩収入 848,758,987
貸付金元金回収収入 44,941,505
資産売却収入 9,450,175
その他の収入 420,860,978

投資活動収支 △ 2,388,530,111
【財務活動収支】

財務活動支出 1,681,251,743
地方債償還支出 1,655,856,124
その他の支出 25,395,619

財務活動収入 2,990,409,779
地方債発行収入 2,990,409,779
その他の収入 -

財務活動収支 1,309,158,036
△ 333,548,492
1,974,566,663

比例連結割合変更に伴う差額 4,136,306
1,645,154,477

前年度末歳計外現金残高 57,253,725
本年度歳計外現金増減額 △ 10,303,955
本年度末歳計外現金残高 46,949,770
本年度末現金預金残高 1,692,104,247

前年度末資金残高

本年度末資金残高

連結資金収支計算書
自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日

科目 金額

本年度資金収支額
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統一的な基準による財務書類における注記 

（令和６年度 連結決算） 

 

１ 重要な会計方針 

 

(1) 有形固定資産の評価基準及び評価方法 

原則として、取得原価で計上しています。 

なお、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路・河川・ため池の敷地は備忘価額１円としています。 

 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････償却原価法（定額法）※該当なし 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法））※該当なし 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････会計年度末における市場価格 ※該当なし 

イ 市場価格のないもの･･････････････････出資金額 

 

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法により減価償却しています。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物   15年～50年 

工作物  10年～60年 

物品   ４年～15年 

② リース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同様に、定額法により減価償却しています。 

なお、リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が 300 万円以下のリース取引は

リース資産として計上しません。 

 

(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上します。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率又は平均未収入率による徴収不能見

込額を計上します。 

長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上します。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上します。 

 

③ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額

について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上します。 
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(5) リース取引の処理方法 

ア リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が 300万円以下のリース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  イ ア以外のリース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

(6) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（要求払預金）及び現金同等物（鞍手町公金管理及び運用基準において、歳計現金等の保管

方法として規定した預金等をいいます。）です。 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含

んでいます。 

 

(7) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50万円（美術品は 300万円）以上の場合に資産と

して計上します。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、その支出が明らかに当該償却資産の価値を高め

るか、その耐久性を増すこととなると認められる場合は、資本的支出として処理します。 

また、資本的支出に該当するかどうかを判断しがたい場合は、金額が 60 万円以上であるとき、

又は固定資産の取得価額等のおおむね 10％相当額以上であるときに資本的支出として処理しま

す。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

令和６年度決算においては、特にありません。 

 

３ 重要な後発事象 

令和６年度決算においては、特にありません。 

 

４ 偶発債務 

令和６年度決算においては、特にありません。 
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５ 追加情報 

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 連結財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

かんがい施設維持管理運営費特別会計 

住宅新築資金等特別会計 

谷山池パイプライン水利施設維持管理運営費特別会計 

地方独立行政法人くらて病院貸付金等特別会計 

国民健康保険事業特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

鞍手町水道事業会計 

鞍手町下水道事業会計 

地方独立行政法人くらて病院 

福岡県後期高齢者医療広域連合(一般会計) 

福岡県後期高齢者医療広域連合（後期高齢者医療特別会計) 

福岡県介護保険広域連合(一般会計) 

福岡県自治振興組合(一般会計) 

福岡県自治会館管理組合(一般会計) 

直方・鞍手広域市町村圏事務組合(一般会計) 

直方・鞍手広域市町村圏事務組合(休日等急患センター事業特別会計) 

直方・鞍手広域市町村圏事務組合(消防事業特別会計) 

宮若市外二町じん芥処理施設組合(一般会計) 

福岡県市町村消防団員等公務災害補償組合(一般会計) 

 

(2) 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金、基金及びその他を加えた額を計上しています。 

 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

③ 重要な非資金取引 

　令和６年度決算においては、特にありません。 



１．貸借対照表の内容に関する明細

  (１) 資産項目の明細

①有形固定資産の明細

（単位：円）

減価償却累計額

 事業用資産 45,592,124,326 24,896,608,401 5,004,252,091 △ 2,189,139,522 48,343,453,215 25,679,485,603 816,010,398 22,663,967,612

　  土地 6,628,705,450 28,005,145 17,660,057 6,639,050,538 6,639,050,538

　　立木竹 140,165,800 140,165,800 140,165,800

　　建物 30,047,300,399 19,497,201,056 4,231,877,930 14,231,783 34,264,946,546 20,159,028,736 693,575,891 14,105,917,810

　　工作物 6,552,377,352 5,399,407,345 729,225,012 △ 2,070,682 7,279,531,682 5,520,456,867 122,434,507 1,759,074,815

　　船舶

　　浮標等

　　航空機

　　その他

　　建設仮勘定 2,223,575,325 15,144,004 △ 2,218,960,680 19,758,649 19,758,649

 インフラ資産 33,811,168,074 18,988,811,358 356,719,395 26,137,759 34,141,749,710 19,543,055,889 600,284,401 14,598,693,821

　　土地 551,877,560 31,930 551,909,490 551,909,490

　　建物 342,237,896 246,894,302 342,237,896 251,108,311 4,059,756 91,129,585

　　工作物 32,843,159,615 18,741,917,056 345,137,465 2,821,358 33,185,475,722 19,291,947,578 596,224,645 13,893,528,144

　　その他

　　建設仮勘定 73,893,003 11,550,000 23,316,401 62,126,602 62,126,602

 物品 4,329,769,250 1,069,224,136 262,127,210 70,875,932 4,521,020,528 3,552,281,649 241,932,915 968,738,879

83,733,061,650 44,954,643,895 5,623,098,696 △ 2,092,125,831 87,006,223,453 48,774,823,141 1,658,227,714 38,231,400,312

ソフトウェア 89,313,109 631,878 △ 1,438,939 91,383,926 91,383,926

その他 736,543,071 247 12,108,414 724,434,904 724,434,904

825,856,180 632,125 10,669,475 815,818,830 815,818,830

17,924,962 △ 5,422,392 23,347,354

84,576,842,792 44,954,643,895 5,623,730,821 △ 2,086,878,748 87,845,389,637 48,774,823,141 1,658,227,714 39,047,219,142

棚卸資産

合　計

本年度償却額
(F)

差引本年度末残高
(D)-(E)

(G)

有
形
資
産

小　計

無
形
資
産 小　計

区　分

前年度末残高
(A) 本年度増加額

(B)
本年度減少額

(C)

本年度末残高
(A)+(B)-(C)

(D)

本年度末
減価償却累計額

(E)

-　８　-



-　9　-

②有形固定資産の行政目的別明細

（単位：円）

2,045,584,728 5,718,473,556 6,424,177,676 880,682,660 601,765,653 93,567,554 6,899,715,785 22,663,967,612

1,384,638,699 2,253,460,324 836,571,154 352,878,827 51,880,626 33,652,572 1,725,968,336 6,639,050,538

140,165,800 140,165,800

550,114,038 3,173,088,430 5,473,697,603 479,847,938 43,829,401 6,366,699 4,378,973,701 14,105,917,810

110,831,991 291,924,802 98,827,309 47,955,895 365,889,826 53,548,283 790,096,709 1,759,074,815

15,081,610 4,677,039 19,758,649

12,933,542,811 1,545,602,430 119,548,580 14,598,693,821

505,002,634 46,906,856 551,909,490

9,167,652 81,961,933 91,129,585

12,359,545,923 1,414,433,641 119,548,580 13,893,528,144

59,826,602 2,300,000 62,126,602

4 60,692,585 425,259,507 324,623,227 5 22,070,095 136,093,456 968,738,879

14,979,127,543 5,779,166,141 6,849,437,183 2,750,908,317 601,765,658 235,186,229 7,035,809,241 38,231,400,312

建物

工作物

船舶

立木竹

区　分 合　計

 事業用資産

土地

環境衛生 産業振興
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 消　防 総　務

浮標等

航空機

建設仮勘定

 物品

合　計

建設仮勘定

 インフラ資産

土地

建物

工作物

その他

その他


